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ふるさと納税制度

ふるさとやお世話になった地方団体に感謝し、若しくは応援する気持ちを伝え、又は税の使い途を自らの意思で決め

ることを可能とするもの。

制度の趣旨

税制上の寄附金控除の仕組みを活用し、個人が地方団体に対して寄附金を支出した場合に、「寄附額－2,000円」

(一定の上限あり)を、個人住民税(地方税)及び所得税(国税)から軽減することによって、実質2,000円の負担で、納

税先を選択可能とする仕組み。

制度の基本的な仕組み

H29、H30の２度にわたる
総務大臣通知において、
良識ある対応を要請

＜法律改正前＞ ＜法律改正後＞(令和元年６月１日施行)
返礼品競争

の過熱

制度の健全な発展を図る必要

○地方団体への寄附は、

全てふるさと納税の対象

・「寄附額－2,000円」(一定の上限あり)を、

住民税及び所得税から軽減

・実質2,000円の負担で、納税先を

選択可能

○ふるさと納税の対象となる地方団体を

総務大臣が指定

○指定を受けない地方団体への寄附金は、

ふるさと納税の対象外

指定制度の創設
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（寄附金税額控除）
第三十七条の二 略
２ 前項の特例控除対象寄附金とは、同項第一号に掲げる寄附金（以下この条において「第一号寄附金」と
いう。）であつて、この項の規定による指定（以下この条において「指定」という。）の対象となる期間とし
て総務省令で定める期間（第二号イ及び第五号において「指定対象期間」という。）を通じて第一号、第二
号、第五号及び第六号に掲げる基準（都道府県等が返礼品等（都道府県等が第一号寄附金の受領に伴い
当該第一号寄附金を支出した者に対して提供する物品、役務その他これらに類するものとして総務大臣
が定めるものをいう。第三号及び第四号において同じ。）を提供する場合には、次に掲げる基準）に適合
すると認められる都道府県等として総務大臣が指定するものに対するものをいう。

一 都道府県等による第一号寄附金の募集の適正な実施に係る基準として総務大臣が定める基準に適
合するものであること。

二 次に掲げる基準その他都道府県等による第一号寄附金の使途に係る基準として総務大臣が定める
基準に適合するものであること。
イ 都道府県等が指定対象期間において受領する第一号寄附金の額の合計額から当該指定対象期間
における第一号寄附金の募集に要する費用の額として総務大臣が定めるところにより算定した額を
控除して得た額（ロにおいて「寄附金活用可能額」という。）が、当該指定対象期間において受領する
第一号寄附金の額の合計額の百分の六十に相当する金額以上であること。
ロ 寄附金活用可能額の使途に関する事項について、総務大臣の定めるところにより公表すること。

三 都道府県等が個別の第一号寄附金の受領に伴い提供する返礼品等の調達に要する費用の額として
総務大臣が定めるところにより算定した額が、いずれも当該都道府県等が受領する当該第一号寄附金
の額の百分の三十に相当する金額以下であること。

四 都道府県等が提供する返礼品等が当該都道府県等の区域内において生産された物品又は提供され
る役務その他これらに類するものであつて、総務大臣が定める基準に適合するものであること。

五 都道府県等が指定対象期間の初日前四年以内（当該都道府県等が指定を受けていた期間に限る。次
号において「特定期間」という。）において前各号に掲げる基準のうち適合すべきこととされていたも
のに適合していなかつた事実がないこと（当該事実により既に第五項の規定による指定の取消し（以
下この条において「指定の取消し」という。）を受けた場合を除く。）。

六 特定期間において行われた第四項の規定による報告の求めに対し、報告をしなかつた事実がなく、
かつ、虚偽の報告をした事実がないこと（これらの事実により既に指定の取消しを受けた場合を除く。）。

３～7 略

８ 総務大臣は、第二項に規定する基準若しくは同項の規定による定めの設定、変更若しくは廃止、指定
又は指定の取消し及び第六項に規定する決定については、地方財政審議会の意見を聴かなければなら
ない。

9～14 略

①

基準①※、②、⑤、⑥
⇒全ての地方団体に対する基準
※食品返礼品に係る部分は食品

返礼品の送付を行う地方団体
のみ

基準③、④
⇒返礼品の送付を行う地方団体

に対する追加の基準

③

④

返礼品は返礼割合
３割以下とすること

返礼品は
地場産品とすること

ふるさと納税の募集を
適正に実施すること

⑥

⑤
指定日前４年以内に
基準に適合していなかっ
たことがないこと

指定日前４年以内に
報告の求めに対し、応じ
なかったこと、虚偽報告し
たことがないこと

指定に係る条文
令和８年度
税制改正後

②

寄附金活用可能額を
６割以上とすること

寄附金活用可能額の
使途を公表すること
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島
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全
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全
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全
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潟
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岡
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町
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の
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